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第1章 序論 
1－1  背景 
近年，2020 年に開催予定の東京オリンピック・パラリンピック（以下，オリンピック）
に向け，大会施設ならびに周辺交通網整備などの準備が進められている．これらは単にオリ
ンピックの開催のみならず，終了後においてはレガシーとして活用されることが期待され
ている． 
一方，大会施設が集約されている臨海副都心地域へ向かうためには，「ゆりかもめ」や「り
んかい線」，「都営バス」といった限られた交通網を利用する他なく，その土地への行きやす
さを示す「アクセシビリティ」が高いとは言い難い． 
オリンピック開催期間には，試合チケットに会場までの指定された区間における移動料
金の無料化，交通手段の少ない場所や交通容量の小さい区間にて専用シャトルバスの運行，
オリンピック専用レーンの設置など様々な政策を実施することで臨海副都心地域へのクセ
シビリティ向上が予測されている． 
しかしながら，これらの政策はオリンピック終了後に継続すると，決定しておらず，オリ
ンピック終了後における臨海副都心へのアクセシビリティがどのように変化するか判明し
ていない． 
過去には，北京オリンピックを始めとした過去のオリンピック時に建設された施設が，オ
リンピック終了後には利用されず，オリンピック時のみの施設となってしまったケースが
幾つも存在する．これらの原因の一つに，アクセシビリティの低さが挙げられる． 
このままでは，レガシーとしての有効活用が為されない可能性も十分に考えられる．レガシ
ーとしてのオリンピック施設の大会終了後における活用や臨海副都心地域の活性化を図る
ためには，公共交通の利用率や乗り継ぎの負担に変化を与えるアクセシビリティの確保が
重要である．その際，単一施設や地域へのアクセシビリティの確保にとどまらず，回遊可能
性を確保することが重要と考えられる．しかし，このようなオリンピック終了後の回遊可能
性を考慮したアクセシビリティの評価については，その評価手法も含め十分に検討されて
いない． 
 
1－2  目的 
以上のことをふまえ，本研究では回遊可能性を考慮したアクセシビリティ指標を提案す
るとともに，提案指標を用いて臨海副都心におけるアクセシビリティを評価する．また，提
案指標を用いた施策の評価を行い，提案したアクセシビリティ指標の有用性を示すととも
に，東京オリンピック終了後の臨海副都心地域におけるアクセシビリティ向上のために必
要な交通施策の方向性を提示することを本研究の目的とする． 
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1－3  論文構成 
本論文は全 6 章から構成されており，以降以下の内容にて進めていく． 
 
第 1 章：序論 
 この章では，研究の背景より研究の目的を述べる．また，既往の研究より，本研究の意義
を述べる． 
 
第 2 章：アクセシビリティに関する既往研究と本研究の位置づけ 
 この章では，本研究にて扱うアクセシビリティとはどのようなものなのか．また，なぜ本
研究にてアクセシビリティを用いるのか述べる．加えて．既往の研究を整理することにより，
本研究の位置づけについて述べる． 
 
第 3 章：研究対象 
 この章では，本研究にて取り扱う，地域について述べる． 
 
第 4 章：研究手法 
 この章では，本研究のおおまかな流れを述べた後に，各過程について詳しく述べる． 
 
第 5 章：分析 
 この章では，４章にて述べた過程により得られた結果について述べる． 
 
第 6 章：結論 
 この章では，本研究にて得られた結論ならびに，今後の課題について述べている． 
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第2章  アクセシビリティに関する既往研究と本研究の位置づけ 
2－1  アクセシビリティとは 
本研究では，臨海副都心地域における交通の利便性を図る手段として「行きやすさ」を定
量化することができるアクセシビリティとよばれる指標を用いる． 
 アクセシビリティ指標は1970年代から開発されており，アクセシビリティの種類は多岐
にわたる．アクセシビリティは，出発地から目的地までの旅行時間や，経路途中で用いる交
通手段の運行頻度などを変数として設定した時間に基づく指標．経路途中に存在する物理
的障害物などを変数とし個人属性から疲労度を算出し評価する指標．居住地や移動に要す
る料金から活動機会を算出する指標など様々な指標が存在する．アクセシビリティの分類
図を図 2-2-1に示す． 
 また，アクセシビリティを向上させることにより，利用者の乗継負担が低下や公共交通の
利用率向上が予測される．そのため，今までは，負担が大きいため，行くことのなかった地
域への訪問率の増加や自動車から公共交通への転換行動が発生し，結果として地域経済の
活性化，二酸化炭素排出量の減少が予測される． 
以上の理由から本研究にてアクセシビリティを用いることは目的のひとつである，オリ
ンピック終了後のレガシー活用のための交通施策の方向性を提示することに有用だと考えら
れる． 
 
 
図 2-2-1 アクセシビリティ分類図 
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2－2  既往研究 
以下に，アクセシビリティ関する既往研究について述べる． 
寺林ら 1)は交通機関において構内移動と待ち時間が発着点の最適配置や利便性に与える
影響を明らかにするために，アクセスコストを乗車発着点の構内移動コストに待ち時間コ
スト，降車地点構内移動コストを加えたものと定義し，一定の距離に対し交通機関ごと速度
を考慮した分析を行った．その結果，交通機関ごとの平均移動時間がほぼ等しい場合，LRT
などのアクセスコストの小さい交通機関は乗車している時間の割合が大きくなるため，徒
歩で移動が大きな負担となる利用者にとって利便性の高い乗り物となると結論付けている． 
 飯田ら 2)は自動車が，出発地から目的地まで乗り換えなしで移動が可能な「連続性」にた
けているに対し，鉄道などの公共交通は駅での乗換に際し発生する「不連続性」を低減させ
ることにより公共交通の利便性を向上させることができるという仮説を立て，不連続性＝
乗換行動による身体的負担を指標化するために大阪駅からの乗換駅を対象としてアンケー
トを実施した．その結果，アンケートより導出した等価時間係数より，上り階段などの抵抗
を水平移動した場合の抵抗へと一般化することに成功した．また，この乗り換え抵抗算定係
数は身体的負担のみでなく心理的要因を含めた移動負担意識が定量的に明らかになった． 
大島ら 3)は首都圏の地下鉄深層化に伴う垂直移動増加による移動抵抗の増加に対し，エス
カレーター等の乗換抵抗低減設備を導入した際の経済効果について分析を行った．その際，
経済効果導出の為，乗換抵抗算定式より上り階段などの抵抗を水平時の抵抗へと一般化し
ている． 
 佐藤ら４)は高齢社会が進む中，旅客施設全体のバリアを低減する施策の検討のために，都
市公共交通ターミナルを対象とし，旅客施設の設備や構造を考慮したうえで，旅客施設全体
の乗換抵抗算出した．この研究では乗換抵抗を降車扉から乗車扉までの乗り換え時間，ダイ
ヤと乗換時間を考慮した待ち時間，エネルギー消費及び心理的負担による抵抗から算出し
ている． 
 岸野ら 5)は高齢者社会が進み，地方部において公共交通サービスの提供が求められる中，
住民が日常生活で必要とする活動の機会が公共交通によりどれほど保証されているかとい
う視点から，バスのダイヤの設定について論じている． 
 
2－3  本研究の位置づけ 
既往の研究では駅構内の移動，出発地から駅への移動など，特定のエリアに着目した研究
が数多く行われている．それに対し出発地から目的地の最寄り駅までの広範囲においてア
クセシビリティの算出を行った研究は少ない．また，多くの研究では往路のみを対象として
おり，目的地での滞在時間，目的地から出発地までの復路を対象とした研究は少ない． 
 そこで，本研究では往復の旅行時間，乗換抵抗，目的地での滞在時間，すなわち回遊可
能性を考慮したアクセシビリティ指標を提案する． 
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第3章  研究対象 
3－1 研究対象地域 
本研究では，新幹線等の高速鉄道を用いずに日帰りで臨海副都心地域への外出が可能である
首都圏とした．図 3-1 に研究対象地域全体図を示す 
 
 
図 3-1 研究対象地域全体図 
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 図 3-2 に臨海副都心地域の拡大図を示す． 
 
 
図 3-2 臨海副都心拡大図 
 
3－2 研究対象日時 
 本研究では作成した指標を基に，臨海副都心地域のアクセシビリティを評価する． 
オリンピック終了後のレガシーを評価する為は，回遊行動が活性化する時間帯を対象としたア
クセシビリティの評価が必要である．オリンピック時に作成される建設されるレガシーの多く
はスポーツ施設であることに加え，臨海副都心には商業施設が数多く集まっていることからこ
れらの施設がより利用されると考えられる休日の昼間を研究対象時間帯とした． 
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第4章  研究手法 
本研究では，アクセシビリティを算出するため，4 つの段階を踏みアクセシビリティを算
出する．初めに鉄道ネットワークを作成する．そして，作成したネットワークを用いた最短
経路探索により一般化最小コストを算出する．その後，一般化最小コストより選択されたル
ートの旅行時間より臨海副都心地域にて回遊可能な時間を地域ごとに算出する．最後に算
出された回遊可能時間よりアクセシビリティを算出する．  
 
4－1  ネットワークの作成 
 旅行時間を算出するための最短経路探索に用いるネットワークを作成する． 
ネットワークの作成にあたり，国土数値情報より路線ネットワークを取得した．このネット
ワークを基に，路線ごとの旅行速度，運行頻度，乗換可能駅などの情報を加えていくことで
ネットワークを作成した． 
 
4－1－1 乗換可能駅の抽出 
 鉄道にて乗り換えを行う場合，同一名の駅だけでなく駅名が異なる駅に乗換を行うケー
スが数多く発生する．本研究では，異なる駅名においても乗換可能なネットワークを作成す
るため各駅の座標を対象に行ったクラスタリング分析により乗換可能グループを設定した．
クラスタリングの結果を図 4-1 に示す． 
 
図 4-1 鉄道駅座標によるクラスタリング 
 
 クラスタリングの結果，1325 グループに鉄道駅をグルーピングすることに成功した． 
しかしながら，クラスタリングによる分割では同一の駅名であっても，グルーピングされて
いないケースや，新宿や新宿三丁目といった同路線の隣接する駅までも乗換可能グループ
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として含まれているケースが発生していたため，より正確なグルーピングが必要であった． 
そこで，以下の処理によりクラスタリングにて作成したグループの再配分を行った． 
① 同一の駅名にも関わらず異なるグループに配分された駅の場合，同一グループ化 
② 同路線，隣接駅の場合，他グループ化 
③ 同一グループ異なる駅名の場合，公式データ参照のうえ，判別 
その結果．乗換可能グループが 1395 グループ作成された． 
 
4－1－2 路線運行ファイルの作成 
 国土数値情報より取得したネットワークには路線名，運行会社，鉄道区分が記載されてい
るものの，湘南新宿ラインのような複数の路線から成り立つ路線や列車等級などが掲載さ
れていない．そのため，列車等級ごとのリンク作成するために，各路線の等級調査ならびに
等級ごとの停車駅について調査を行った．本研究では前述したとおり，休日の昼間を対象と
している為，「駅から時刻表」の路線時刻表より，休日の昼間に走行している等級，停車駅
について調査を行った．その結果，38 社の 129 路線 303 等級の停車駅データを取得するこ
とに成功した． 
 
4－1－3 路線速度，運行頻度の設定 
 路線速度，運行頻度についても，等級ごとの運行速度ならびに，運行頻度についての情報
が記載されていなかったため，路線運行ファイル同様に路線時刻表より，速度の算出，運行
頻度の算出を行った．なお本研究では，路線速度を算出する際，停車駅での停車時間を考慮
した平均路線速度を算出している． 
下記に路線速度の算定式を示す． 
 
V = L/(𝑇2 − 𝑇1 − ∑   𝑇𝑠) (1) 
 
ここで，V:平均路線速度，L:路線延長，𝑇1:出発時刻，𝑇2:到着時刻，𝑇𝑠:停車時間 
 また，停車時間𝑇𝑠を 20 秒と仮定し路線平均速度を算出した． 
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4－1－4 ターミナルチャージ，距離運賃の設定 
 乗車運賃においても同様に，記載されていない為，各鉄道会社別に料金を算出した． 
鉄道には短距離の移動より長距離の移動のほうが，対距離運賃安くなるという傾向があ
る．そのため，本研究では料金種別を 2 つに分けた．ターミナルチャージと距離運賃であ
る．ターミナルチャージとは駅構内へと移動する際に発生する料金である．本研究で扱う運
賃はターミナルチャージに加え移動した距離だけ発生する距離運賃から成り立っている． 
 各鉄道会社が公表している距離運賃表よりターミナルチャージならびに距離運賃を算
出した．また，距離運賃表を公表していない鉄道会社については，運賃表ならびに営業距離
表から運賃を算出した． 
 
4－1－5 乗換時間の設定 
 本研究では，首都圏における利用客数上位５駅の乗換グループにおいて乗換時間を個別
に設定した．表 4-1 に設定値を示す． 
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表 4-1 大規模ターミナル駅グループ乗換時間 
 
 
他の駅に関しては，国土交通省が発表している乗換時間より算出した値を適用すること
でネットワーク上の乗換時間を設定している．表 4-2 に設定値を示す． 
 
表 4-2 首都圏鉄道駅における乗換時間 
乗換パターン 経路数 オフピーク時_乗換移動時間（秒） 
首都圏 
自社線内 81 153 
他社線間 180 259 
運行会社 駅名 運行会社 駅名
東日本旅客鉄道 新宿 京王電鉄 新宿 306
東日本旅客鉄道 新宿 小田急電鉄 新宿 324
東日本旅客鉄道 新宿 東京都 新宿 420
東日本旅客鉄道 新宿 東京地下鉄 新宿 240
東日本旅客鉄道 新宿 西武鉄道 西武新宿 720
京王電鉄 新宿 小田急電鉄 新宿 420
京王電鉄 新宿 東京都 新宿 120
京王電鉄 新宿 東京地下鉄 新宿 300
京王電鉄 新宿 西武鉄道 西武新宿 900
東京都 新宿 小田急電鉄 新宿 300
東京都 新宿 東京地下鉄 新宿 360
西武鉄道 西武新宿 小田急電鉄 新宿 780
西武鉄道 西武新宿 東京都 新宿 840
西武鉄道 西武新宿 東京地下鉄 新宿 504
小田急電鉄 新宿 東京地下鉄 新宿 300
東日本旅客鉄道 池袋 西武鉄道 池袋 300
東日本旅客鉄道 池袋 東京地下鉄 池袋 240
東日本旅客鉄道 池袋 東武鉄道 池袋 240
西武鉄道 池袋 東京地下鉄 池袋 240
西武鉄道 池袋 東武鉄道 池袋 300
東京地下鉄 池袋 東武鉄道 池袋 240
東日本旅客鉄道 渋谷 京王電鉄 渋谷 240
東日本旅客鉄道 渋谷 東京急行電鉄 渋谷 420
東日本旅客鉄道 渋谷 東京地下鉄 渋谷 240
京王電鉄 渋谷 東京急行電鉄 渋谷 540
京王電鉄 渋谷 東京地下鉄 渋谷 240
東京急行電鉄 渋谷 東京地下鉄 渋谷 180
東日本旅客鉄道 横浜 横浜高速鉄道 横浜 480
東日本旅客鉄道 横浜 横浜市 横浜 360
東日本旅客鉄道 横浜 京浜急行電鉄 横浜 240
東日本旅客鉄道 横浜 相模鉄道 横浜 240
東日本旅客鉄道 横浜 東京急行電鉄 横浜 480
横浜高速鉄道 横浜 横浜市 横浜 480
横浜高速鉄道 横浜 京浜急行電鉄 横浜 480
横浜高速鉄道 横浜 相模鉄道 横浜 480
横浜高速鉄道 横浜 東京急行電鉄 横浜 60
横浜市 横浜 京浜急行電鉄 横浜 420
横浜市 横浜 相模鉄道 横浜 300
横浜市 横浜 東京急行電鉄 横浜 540
京浜急行電鉄 横浜 相模鉄道 横浜 480
京浜急行電鉄 横浜 東京急行電鉄 横浜 480
相模鉄道 横浜 東京急行電鉄 横浜 360
東京地下鉄 銀座 東京地下鉄 銀座一丁目 480
東京地下鉄 銀座 東日本旅客鉄道 東京 1200
東京地下鉄 銀座 東京地下鉄 東京 960
東京地下鉄 銀座一丁目 東日本旅客鉄道 東京 780
東京地下鉄 銀座一丁目 東京地下鉄 東京 720
東京地下鉄 東京 東日本旅客鉄道 東京 300
下車駅 乗車駅
乗換所要時間[秒]
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4－1－6 ネットワーク構造 
 本研究で作成したネットワーク概念図を図 4-2 に示す 
 
 
図 4-2 ネットワーク概念図 
 
本研究では，8 種類のリンク，4 種類のノードを設定した．例えば，A 駅ノードから乗車
する際には，乗車改札リンク，乗車リンクを通り，鉄道移動リンクへと移動する．その際に
は，各リンクに設定した「ターミナルチャージ」「移動コスト」「待ち時間」「距離運賃」の
コストが発生する．また，他社線に乗り換える際には，到着ノードより，降車リンク，駅間
乗換リンク，乗車リンクを通り，他社線の出発ノードへと移動する．以上のようなネットワ
ーク構造により，地域ごとのコストを算出する．  
到着 出発
A駅ノード
乗車改札
降車改札
乗車改札
降車改札
A’駅ノード
B駅
乗り換えリンク（移動コスト、 待ち時間）
停車リンク（停車時間）
鉄道移動リンク（鉄道移動時間、 運賃（従距離分））
降車リンク（移動コスト）
乗車改札リンク（ 運賃（ターミナルチャージ））
到着・出発ノード
降車改札ノード
駅ノード
乗車リンク（移動コスト、 待ち時間）
駅間乗換リンク（移動コスト）
降車改札リンク（移動コスト）
乗車改札ノード
各駅停車
急行列車
16 
 
4－2  最短経路探索 
上記したネットワークより，特定の地点へと最短経路探索を行うことで，一般化最小コス
トを算出する．しかしながら，作成した鉄道ネットワークによる最短経路探索では鉄道駅か
ら鉄道駅までと探索範囲が限定されてしまう．そこで，本研究では出発地から，最も一般化
コストが小さくなる最寄り駅までの最短経路探索を行い，鉄道ネットワークによる最短経
路探索の結果と合わせることで，出発地からの旅行時間を算出する． 
 
4－2－1 鉄道ネットワーク最短経路探索 
前述したとおり，既往研究では本研究の対象である出発地から目的駅までのアクセシビ
リティの算出が行われていないため，既往研究から必要となる指標を用い，出発地の鉄道最
寄り駅から目的地までの一般化最小コスト指標の作成を行った． 
本研究にて作成した一般化最小コスト指標は大きく分け「乗車時間」「移動抵抗」「乗車運
賃」の３つから構成される．各項目の関係性を式（2）に示す． 
 
A = 𝐴1 + 𝐴2 (2) 
 
ここで，A : 一般化最小コスト，𝐴1 : 乗車抵抗，𝐴2 : 乗換抵抗． 
 
ここでの乗車抵抗とは乗車時間ならびに距離運賃を一般化した値を指す． 
式（3）により乗車時間の一般化を行う． 
 
𝐴1 = ∑(𝑇𝑛 ∗ 𝛼)+∑ 𝐶𝑛 (3) 
 
ここで，𝑇𝑛: 𝑛回目の乗車時間(min)，𝛼:乗車時間を一般化するパラメータ， ∑ 𝐶𝑛:n回目のタ
ーミナルチャージを除いた乗車運賃である．  
 
 また，鉄道を用いた移動ではほぼ必ず乗り換えにコストが発生する．本研究ではこの乗り
換えのコストを乗換抵抗とし，佐藤ら4)の指標を援用した式（4）を作成した． 
 
𝐴2 = ∑ 𝑇𝑎𝑛 ∗ 𝛽1 ∗ 𝐷 + 𝑇𝑏𝑛 ∗ 𝛽2 ∗ 𝐷 + ∑ 𝐶𝑡𝑛 ∗ 𝐷 (4) 
 
ここで𝑇𝑎𝑛: 構内移動時間，𝑇𝑏𝑛 : 構内待ち時間，E : 消費料金，∑ 𝐶𝑡𝑛:n回目のターミナルチ
ャージ，𝛽1 : 構内移動時間を一般化するパラメータ，𝛽2 : 構内待ち時間を一般化するパラ
メータ，D : ダミー変数である． 
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各一般化パラメータの値を表 4-3に示す． 
 
表 4-3 一般化パラメータ 
 
 
なお，本研究の最短経路探索時には，乗車時間や構内待ち時間などの時間を貨幣価値に一般
化することで一般化最小コストを算出している． 
 
また，駅構内の移動の一般化の際，時間ではなく距離を用いる場合には， 
大島ら3)の式（5）より貨幣価値へと一般化することが可能である． 
 
E= 0.66 ∗ (𝑋1 + 0.636𝑁1 + 1.418𝑁1 + 0.831𝑁2 + 0.564𝑁3 +
0.424𝑁4＋0.291𝑁5) 
(5) 
 
ここで， 𝑋1 : 水平距離(m)，N1 : 上り階段（段），N2 : 下り階段（段），N3 : 標準エスカ
レーター（段）である． 
  
料金換算[円] 消費カロリー[Kcal]
待ち時間[秒] 0.032
乗車時間[秒] 0.026
乗換時間[秒] 0.734 0.070
0.667
18 
 
4－2－2 出発地別最短経路探索 
 出発地から最寄り駅までの最短経路探索を行う． 
本手法は，本来「歩行者ネットワーク」「バス路線」「バス運行頻度」「バス運賃」より正確
なデータを反映すべきところだが，データ整備上困難なことから，簡易的な手法として設定
する． 
 はじめに，出発地であるメッシュの中心点より特定条件下の駅までの距離を算出する． 
本研究ではメッシュ中心点から距離の近い 11 駅もしくは，メッシュ中心点から 2000m 以
内のすべて駅への距離を算出する． 
次に，これらの駅に対し，バスを用いた場合の旅行時間ならびに徒歩にて移動した場合の
旅行時間より，利用する交通手段を決定する．なお，バスを用いた場合には「バス停までの
歩行時間」「バス停での待ち時間」「バス乗車時間」の合計値が算出される．また，徒歩で移
動する場合には「徒歩移動時間」のみが旅行時間として算出される．各駅までの交通手段は
算出された旅行時間の短い手段が選択される．表 4-4 に各パラメータを示す． 
 
表 4-4 出発地別最短経路パラメータ 
 
 
 これらのパラメータは国土交通省によるバス運賃調査ならびに東京都交通局による見
える化改革報告書より算出した値である． 
 
次に，決定した交通手段を用い，メッシュ中心点から各駅までの一般化最小コストを算
出する． 
最後に，各メッシュに対し鉄道ネットワークによる一般化コストとメッシュ中心点から
各駅への一般化コストの和が最小となる駅が最寄り駅として選択され，出発地からの最小
一般化コストが算出される． 
  
歩行速度[m/秒] 1.0
バス停までの平均歩行時間[秒] 450.0
バス停での待ち時間[秒] 600.0
バス運行速度[m/秒] 2.8
距離料金[円] 39.0
ターミナルチャージ[円] 161.0
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4－3  アクセシビリティの算出 
4－3－1 アクセシビリティ指標の提案 
 本研究では，「回遊可能時間」「T 時間以上回遊可能人口」「延べ回遊時間」の３つのアク
セシビリティ指標を提案した． 
 
1) 回遊可能時間 
 回遊可能時間とは，目的地のエリアにて回遊が可能な時間である．この値は，１日の
うち外出が可能な時間から回遊を開始する流入駅までの旅行時間，回遊が終了する流出
駅からの旅行時間を減少させた値である．図 4-3 に回遊可能時間の概念図を示す． 
 
 
図 4-3 回遊可能時間概念図 
 
2) T 時間以上回遊可能人口 
 T 時間回遊可能人口は，回遊可能時間が T 時間を上回るメッシュの人口総和である． 
なお，T の値は回遊時間を含めた１アクティビティに消費する時間である．例えば，映
画を見るという際には，回遊開始地点から映画館へ向かい，映画を見た後に回遊終了地
点までの時間が T となる．なお，本研究では T 時間を 4 時間として定義している． 
 
3) 延べ回遊可能人口 
 延べ回遊可能人口とは回遊可能時間が T 時間以上を上回るメッシュの回遊時間にメ
ッシュ人口にて重み付けを行った値の総和である．この値は，多くの人がどれだけ疲れ
ずに早く目的地まで向かい多くの施設を回遊できるか評価するために作成した指標で
ある． 
  
往路 複路回遊可能時間
外出可能時間
流入駅 流出駅
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4－3－2 アクセシビリティの算出 
 はじめに，作成したネットワークにより最短経路探索を行う．本研究では対象地域として，
臨海副都心地域にて３つの回遊パターンを考慮したアクセシビリティを算出する．また，比
較対象として都心部における３つの地域のアクセシビリティを算出した． 
 
1) パターン１（臨海副都心地域） 
パターン１ではオリンピック施設を２つ回遊するケースを想定した． 
「有明テニスの森」「テレコムセンター」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-4 にパターン１の簡略図を示す． 
 
 
図 4-4 パターン１ 
 
  
流入駅:有明テニスの森
流出駅：テレコムセンター
：大会施設
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2) パターン 2（臨海副都心地域） 
パターン２ではオリンピック施設を１つ，商業施設を１つ回遊するケースを想定した． 
「国際展示場」「東京テレポート」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-5 にパターン 2 の簡略図を示す． 
 
 
図 4-5 パターン 2 
  
流入駅：国際展示場
流出駅：東京テレポート
：大会施設
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3) パターン 3（臨海副都心地域） 
パターン３では商業施設を２つ回遊するケースを想定した． 
「台場」「青海」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-6 にパターン３の簡略図を示す． 
 
 
図 4-6 パターン 3 
 
  
流入駅：台場
流出駅：青海
：大会施設
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4) 新国立競技場（比較対象地域） 
新国立競技場エリアを回遊するケースを想定した． 
「千駄ヶ谷」「国立競技場」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-7 に新国立競技場の回遊パターンの簡略図を示す． 
 
 
図 4-7 新国立競技場エリア回遊パターン 
  
流入駅：千駄ヶ谷
流出駅：国立競技場
：大会施設
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5) 東京ドーム（比較対象地域） 
東京ドームエリアを回遊するケースを想定した． 
「水道橋」「後楽園」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-8 に東京ドームエリアの回遊パターンの簡略図を示す． 
 
 
図 4-8 東京ドームエリア回遊パターン 
  
流入駅：水道橋
流出駅：後楽園
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6) 上野公園（比較対象地域） 
東京ドームエリアを回遊するケースを想定した． 
「JR 上野」「東京メトロ上野」を流入・流出駅として設定した． 
図 4-9 に上野公園エリアの回遊パターンの簡略図を示す． 
 
 
図 4-9 上野公園エリア回遊パターン 
  
流入駅：JR上野
流出駅：東京メトロ上野
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4－3－3 時代別の比較 
 オリンピック開催前である 2018 年とオリンピックが開催される 2020 年，選手村の再開
発が終了する 2025 年では新規路線の開通により首都圏の鉄道ネットワークにいくつかの
変化が生じる．本研究では，提案したアクセシビリティ指標の有用性を提示するため，時代
ごとにアクセシビリティを比較する．それと同時に時代ごとの新規路線開通によるアクセ
シビリティの変化より，臨海副都心地域におけるアクセシビリティ向上のために必要な交
通施策の方向性を提示する．下記に時代ごとの交通網の変化を示す． 
 
1) オリンピック開催前(2018 年)→オリンピック終了後(2020 年) 
① 相鉄・JR直通線の開通 
② 東京 BRT（３路線）の開通 
③ 高輪ゲートウェイ駅の供用開始 
④ 虎ノ門ヒルズ駅の供用開始 
図 4-10 にネットワークの変化を示す． 
 
 
図 4-10 2020 年鉄道ネットワーク 
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2) オリンピック終了後(2020 年)→選手村再開発後（2025 年) 
①東京 BRT新路線開通 
②相鉄・東急直通線開通 
図 4-11 にネットワークの変化を示す． 
なお，本研究では，上記した交通施策に加え BRT の増便を行った． 
 
 
図 4-11 2025 年鉄道ネットワーク 
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第5章  分析 
5－1  オリンピック開催前（2018 年）ネットワーク 
オリンピック開催前ネットワークにて回遊可能時間を算出した． 
以下にパターン別回遊可能時間空間分布を記載する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 5-1 パターン 1 回遊可能時間空間頻度分布(2018) 
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図 5-2 パターン 2 回遊可能時間空間頻度分布(2018) 
図 5-3 パターン 3 回遊可能時間空間頻度分布(2018) 
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図 5-5 東京ドーム 回遊可能時間空間頻度分布(2018) 
図 5-4 新国立競技場 回遊可能時間空間頻度分布(2018) 
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図 5-7 回遊可能時間 人口分布(2018) 
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図 5-6 上野公園 回遊可能時間空間分布(2018) 
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 パターン１における回遊可能時間空間分布では，臨海副都心を除くと，山手線の内側な
らびにその外周付近において回遊可能時間が 22800 秒を上回っている．これは，パターン
１の流入・流出駅がどちらもゆりかもめ沿線であることに加え，ゆりかもめの始発駅であ
る新橋駅が数多くの路線に接続していることが原因だと考えられる． 
 パターン１とは対象的に流入・流出駅がりんかい線沿線であるパターン２では，山手線
の内側すべてにおいて回遊可能時間が 22800 秒を上回ることはなく，りんかい線と直通運
転をおこなっている埼京線沿線において,山手線沿線よりも回遊可能時間が高い特徴が見ら
れた．また，パターン１と比較すると，りんかい線の始発駅である新木場駅を通る京葉線
沿線においても回遊可能時間の向上がみられた． 
 パターン３では，パターン１同様に，流入・流出駅がゆりかもめ沿線に設定されてい
る．そのため，回遊可能時間の分布にパターン１と傾向が似ている．しかしながら，パタ
ーン１に比べ，流入・流出駅がどちらも臨海副都心西部に位置しているため，パターン１
よりもりんかい線沿線にて回遊可能時間の向上がみられた． 
 以上のことから，回遊可能時間が高い地域の空間分布は流入・流出駅の沿線が接続する
駅に深く関係していることが判明した．よって，広範囲における回遊可能時間を向上させ
るためには，沿線に接続路線数の多い駅を通過する路線の利便性を向上させることで，よ
り広域に回遊可能時間を向上させることができると考えられる． 
 
 次に，比較対象地域の回遊可能時間空間分布の分析を行う． 
 オリンピックの開会式が開催される新国立競技場では中央総武線沿線において，回遊可
能時間が 26400 秒を上回っている．また新宿から近いため，新宿から衛星都市へと伸びる
私鉄沿線においても回遊可能時間の高い地域が数多く発生している． 
 東京ドームの回遊可能時間空間分布は新国立競技場に比べ，回遊可能時間 22800 秒を上
回る地域が東側にも広がっている．これは，単純に回遊エリアが東へ移動したことに加
え，回遊エリアの接続路線数に影響していると考えられる． 
 上野公園の回遊可能時間分布は他の比較対象地域に比べ，回遊可能時間が 26400 秒を上
回る地域が北東へと移動している．これは，上野駅が首都圏北部へとつながる路線のター
ミナル駅であることが原因だと考えられる． 
 
 臨海副都心地域と比較対象地域を比較により，回遊可能時間の高いメッシュ数は臨海副
都心地域よりも比較対象地域が高いことが判明した． 
 図 5-７にて回遊可能時間別人口分布図を作成した．人口分布からわかるように，比較対
象地域である都心にある施設と臨海副都心地域では回遊可能時間のピークに 1 時間ほど差
があることが見られた． 
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各，パターン別にアクセシビリティの算出を行った．表 5-1 に結果を示す 
 
表 5-1 オリンピック開催前(2018)アクセシビリティ 
 
 
 回遊可能時間空間分布での比較と同様に，臨海副都心地域は比較対象地域と比べあらゆ
る指標においてアクセシビリティが劣っていることが判明した． 
 
  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ 287.5 53175.8 9818.7 17466.4 11333.6
パターン２ 288.1 53510.2 9646.4 17584.0 11216.0
パターン３ 289.5 53601.4 9811.2 17472.3 11327.7
新国立競技場 326.1 65607.2 9134.9 18248.3 10551.7
東京ドーム 331.5 66950.0 9196.6 18235.4 10564.6
上野 335.6 67822.2 9165.8 18259.3 10540.7
4時間以上回遊可能地域平均
他地域
2018
4時間以上
回遊可能人口
[十万人]
延べ回遊可能時間
[千万人・秒]
臨海副都心
地域
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5－2  オリンピック開催後（2020 年）ネットワーク 
オリンピック開催後ネットワークにて回遊可能時間を算出した． 
以下にパターン別回遊可能時間空間分布を記載する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 5-8 パターン 1 回遊可能時間空間分布(2020) 
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図 5-10 パターン 3 回遊可能時間空間分布(2020) 
図 5-9 パターン 2 回遊可能時間空間分布(2020) 
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図 5-12 東京ドーム 回遊可能時間分布(2020) 
図 5-11 新国立競技場 回遊可能時間分布(2020) 
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図 5-14 回遊可能時間 人口分布(2020)  
図 5-13 上野公園 回遊可能時間空間分布(2020) 
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表 5-2 オリンピック終了後(2020)アクセシビリティ 
 
2020 年のネットワークにおいて，パターンごとの特性は 2018 年ネットワークの特性と
比べ鉄道ネットワークによる変化が見られなかった． 
しかしながら，ネットワークが変化したことにより，一部の地域において回遊可能時間の
変化をみることができた．2018 年と 2020 年の比較を 5 章 4 節にて行う． 
 
 
  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ 287.5 53179.0 53179.3 9817.4 17468.1 11331.9
パターン２ 288.0 53503.4 53509.5 9645.2 17585.0 11215.0
パターン３ 289.5 53603.8 53604.1 9810.1 17473.8 11326.2
新国立競技場 326.1 65599.2 65605.1 9133.8 18248.9 10551.1
東京ドーム 331.5 66947.2 66947.2 9196.6 18235.3 10564.7
上野 335.6 67817.2 67817.2 9165.7 18258.9 10541.1
2020
臨海副都心
地域
他地域
4時間以上
回遊可能人口
[十万人]
延べ回遊可能時間
[千万人・秒]
延べ回遊可能時間
(2018)
[千万人・秒]
4時間以上回遊可能地域平均
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5－3  選手村開発後（2025 年）ネットワーク 
選手村再開発後ネットワークにて回遊可能時間を算出した． 
以下にパターン別回遊可能時間空間分布を記載する． 
 
  
図 5-15 パターン 1 回遊可能時間空間分布(2025) 
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図 5-17 パターン 3 回遊可能時間空間分布(2025) 
図 5-16 パターン 2 回遊可能時間空間分布(2025) 
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図 5-19 東京ドーム 回遊可能時間分布(2025) 
図 5-18 新国立競技場 回遊可能時間分布(2025) 
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図 5-21 回遊可能時間 人口分布(2025) 
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図 5-20 上野公園 回遊可能時間空間分布(2025) 
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表 5-3 選手村再開発後(2025)アクセシビリティ 
 
 
2025 年のネットワークにおいて，パターンごとの特性は 2018 年ネットワーク,2020 年
ネットワークの特性と比べ鉄道ネットワークによる変化が見られなかった． 
しかしながら，ネットワークが変化したことにより，一部の地域において回遊可能時間の
変化をみることができた．2020 年と 2025 年の比較を 5 章 5 節，2018 年と 2025 年の比
較を 5 章 6 節にて行う． 
 
  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ 287.8 53270.7 53221.3 9813.8 17473.1 11326.9
パターン２ 288.0 53504.2 53510.2 9645.1 17585.1 11214.9
パターン３ 289.5 53604.5 53604.5 9810.2 17473.8 11326.2
新国立競技場 326.1 65599.9 65605.7 9133.6 18249.3 10550.7
東京ドーム 331.5 66947.4 66947.4 9196.6 18235.3 10564.7
上野 335.6 67817.9 67817.9 9165.6 18259.1 10540.9
2025
延べ回遊可能時間
(2018)
[千万人・秒]
4時間以上回遊可能地域平均
臨海副都心
地域
他地域
4時間以上
回遊可能人口
[十万人]
延べ回遊可能時間
[千万人・秒]
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5－4  オリンピック開催前後整備効果 
 オリンピック開催前とオリンピック後の鉄道ネットワーク変化による回遊可能時間の変
化に着目した．メッシュごとの差分を以下に示す． 
 
 
 
  
図 5-22 パターン１ 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
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図 5-24 パターン 3 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
図 5-23 パターン 2 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
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図 5-26 東京ドーム 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
図 5-25 新国立競技場 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
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 多くのパターンにおいて新路線，新駅の開業地域ならびに日比谷線沿線の回遊可能時間
が向上した．これは，BRT が日比谷線の新駅である虎ノ門ヒルズへと接続したためだと考
えられる．一方で，新路線ができたことにより，回遊可能時間が減少する現象が見られ
た．これは，一般化コストによって最短経路探索を行ったために発生した現象である．一
般化コストによる最短経路探索では，旅行時間ではなく，一般化された時間，乗換抵抗，
運賃を用い利用されるルートを決定する．故に，旅行時間による最短経路探索と同じルー
トが利用されるとは限らない．そのため，回遊可能時間が減少した地域は，新路線ができ
たことにより，今までとは異なるルートを利用するようになった結果，旅行時間が増え，
回遊可能時間が減少したと考えられる．また，新駅の設置により新駅周辺メッシュの回遊
可能時間は増加するが，新駅を通過する出発地からは，停車時間が増加するため，旅行時
間が増大し，回遊可能時間が減少する．表 5-4 にパターンごとの差分を示す． 
 
 
 
 
 
 
図 5-27 上野公園 回遊可能時間差分空間分布(2018-2020) 
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表 5-4 オリンピック開催前後 アクセシビリティ差分 
 
 
オリンピック終了後のネットワークでは，パターン１，３のみの延べ回遊可能時間が上昇
している．一方で，４時間以上回遊可能な地域の回遊可能時間平均では，約 1.5 秒の増加
のみにとどまっている．また，他の地域では延べ回遊可能時間が減少しており，新規路線
の開通のみではアクセシビリティの向上には効果が少ないと判明した．  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ -226.4 3160.3 3485.4 -1.239 1.670 -1.670
パターン２ -4177.1 -6795.1 -785.8 -1.115 1.064 -1.064
パターン３ -226.4 2398.6 2724.3 -1.145 1.592 -1.592
新国立競技場 -4081.9 -7956.5 -2081.4 -1.078 0.625 -0.625
東京ドーム 0.0 -2842.0 -2842.0 0.001 -0.076 0.076
上野 0.0 -5021.6 -5021.6 -0.052 -0.389 0.389
臨海副都心
地域
他地域
整備効果（2018-2020)
4時間以上
回遊可能人口
[十万人]
延べ回遊可能時間
[万人・秒]
延べ回遊可能時間
(2018）
[万人・秒]
4時間以上回遊可能地域平均
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5－5  選手村開発前後整備効果 
 オリンピック後と選手村再開発後の鉄道ネットワーク変化による回遊可能時間の変化に
着目した．メッシュごとの差分を以下に示す． 
 
  
図 5-28 パターン１ 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
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図 5-30 パターン 3 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
図 5-29 パターン 2 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
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図 5-32 東京ドーム 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
図 5-31 新国立競技場 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
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表 5-5 選手村再開発前後 アクセシビリティ差分 
 
 
ほぼすべてのパターンにて延べ回遊可能時間の増加，旅行時間の減少が見られた．パター
ーン１においては多くのメッシュにて回遊可能時間が増加している．これは，相鉄・東急
直通の開通により旅行時間が短縮された為だと考えられる．しかしながら，オリンピック
開催前後の比較同様に４時間以上回遊可能な地域の回遊可能時間平均ではパターン１を除
き，ほとんど差がない結果となった．パターン１の回遊可能時間ならびに延べ回遊可能時
間が上昇した原因として，BRT の本数を増やしたため，パターン１において有明テニスの
森へと向かう際にゆりかもめではなく，BRT を利用するようになったのだと考えられる． 
  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ 34379.8 91722.6 42009.2 -3.651 5.037 -5.037
パターン２ 0.0 735.6 735.6 -0.145 0.026 -0.026
パターン３ 226.4 749.0 423.4 0.137 -0.089 0.089
新国立競技場 0.0 657.9 657.9 -0.233 0.326 -0.326
東京ドーム 0.0 197.7 197.7 -0.064 0.054 -0.054
上野 0.0 665.4 665.4 -0.114 0.189 -0.189
4時間以上回遊可能地域平均
臨海副都心
地域
他地域
整備効果（2020-2025)
4時間以上
回遊可能人口
[人]
延べ回遊可能時間
[万人・秒]
延べ回遊可能時間
(2018）
[万人・秒]
図 5-33 上野公園 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
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5－6  オリンピック前-選手村開発後整備効果 
 オリンピック開催前と選手村再開発後の鉄道ネットワーク変化による回遊可能時間の変
化に着目した．メッシュごとの差分を以下に示す． 
 
  
図 5-34 パターン１ 回遊可能時間差分空間分布(2018-2025) 
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図 5-36 パターン 3 回遊可能時間差分空間分布(2018-2025) 
図 5-35 パターン 2 回遊可能時間差分空間分布(2018-2025) 
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図 5-38 東京ドーム 回遊可能時間差分空間分布(2018-2025) 
図 5-37 新国立競技場 回遊可能時間差分空間分布(2020-2025) 
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表 5-6 オリンピック開催前_選手村再開発後 アクセシビリティ差分 
 
 
オリンピック終了後と選手村再開発後の比較では，東京 BRT の増便，新路線の開通に
より，延べ回遊可能時間が増加していた．しかしながら，オリンピック開催前と選手村開
発後を比較すると，延べ回遊可能時間は一部のパターンを除き，減少していることが判明
した．また，BRT の増便などの施策によりパターン１における回遊可能時間が増加してい
ることから，オリンピッック施設の回遊の際には BRT の導入施策は有効だと考えられ
る．一方，パターン１以外のパターンにて延べ回遊可能時間が減少していることに加え，
延べ回遊可能時間が向上しているパターンにおいても，４時間以上回遊可能地域の回遊可
能時間の変化量は，約 1.5 秒に留まっている．このことから，臨海副都心地域の有効活用
という視点から見た際には BRT の導入施策は有効だと言い難い．  
一般化最小コスト[円] 回遊可能時間[秒] 旅行時間[秒]
パターン１ 34153.4 94882.9 45494.6 -4.889 6.706 -6.706
パターン２ -4177.1 -6059.5 -50.2 -1.260 1.091 -1.091
パターン３ 0.0 3147.7 3147.7 -1.008 1.503 -1.503
新国立競技場 -4081.9 -7298.7 -1423.6 -1.311 0.952 -0.952
東京ドーム 0.0 -2644.3 -2644.3 -0.063 -0.023 0.023
上野 0.0 -4356.2 -4356.2 -0.165 -0.200 0.200
整備効果（2018-2025)
4時間以上
回遊可能人口
[十万人]
延べ回遊可能時間
[万人・秒]
延べ回遊可能時間
(2018）
[万人・秒]
4時間以上回遊可能地域平均
臨海副都心
地域
他地域
図 5-39 上野公園 回遊可能時間差分空間分布(2018-2025) 
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以上の分析から，本研究にて提案したアクセシビリティ指標は，臨海副都心地域における
回遊可能性を考慮したアクセシビリティの状況や，交通アクセス整備後の変化がより分かりや
すく評価でき，提案指標の有用性が示された． 
また，BRT などの臨海副都心地域外から臨海副都心へ向かう交通網を導入することで，アク
セシビリティが向上すると考えられていたが，研究結果より，臨海副都心へと向かう交通網の
整備により効果を得られる地域が限定的であることに加え，延べ回遊可能時間の変化は微小で
あった．このことから，臨海副都心地域のアクセシビリティを向上させるためには臨海副都心
地域へのアクセスを向上させるよりも臨海副都心地域内の回遊性を向上させるべきだと考えら
れる． 
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第6章  結論 
6－1  本研究の結論 
 本研究では，オリンピック後の臨海副都心をより活用していくための施策の評価が可能
である回遊性可能性を考慮したアクセシビリティ指標の提案を行った． 
その後，提案した指標により，臨海副都心地域と都心に集中している既存の施設との比較
を行った．この分析により，臨海副都心地域は都心にある既存の施設に比べアクセシビリ
ティが低いことが判明した．また，回遊可能時間の向上は流入・流出駅の沿線が接続する
駅に深く関係していることが判明した． 
 次に，決定している施策を反映したネットワークを用い，オリンピック終了後ならびに
選手村再開発後のアクセシビリティの評価を行った．これらの分析により，提案したアク
セシビリティ指標は，臨海副都心地域における回遊可能性を考慮したアクセシビリティの状況
や，交通アクセス整備後の変化がより分かりやすく評価できることが判明した． 
また，臨海副都心地域外から臨海副都心地域へ向かう施策では，オリンピック施設のみ
回遊する場合のアクセシビリティは向上するものの，十分に臨海副都心の有効活用を促進
させるほどの，アクセシビリティ向上は困難であると判明した． 
以上のことから，臨海副都心地域のアクセシビリティを向上させるためには臨海副都心地域
へのアクセスを向上させるよりも臨海副都心地域内の回遊性を向上させるべきだと結論づけら
れる． 
 
 
6－2  今後の課題 
本研究では，鉄道ネットワークを作成したのち，最短経路探索を行うことで旅行時間を算出
した．ネットワーク作成時には，大規模ターミナル駅を除き，乗換時間に特定の値を与えた．
また，同鉄道会社内の乗換の際，多くの場合には列車の接続が考慮された時刻表が組まれて
いる．そのため，より正確な分析を行うためには，正確な乗換時間の設定が必要となると考
えられる．また，メッシュ中心点から鉄道へと乗り換えるまでの最短経路探索では簡易的な
手法を用いた最短経路探索を行っている．そのため，メッシュの中心点から乗換駅までの間
は障害物の有無に関係なく，一般化コストが算出される．そのため，より正確な分析を行う
ためには，バス路線を考慮した最短経路探索を行う必要がある．  
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